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【論文要旨】
　流通に携わるものであれば，メーカーであれ販売業者であれ同様に流通の秩序化（おとり商品の
防止，不正商品の排除，ダソピソグの防止等）を期待しているものと見て良いであろう。歴史的に
みて流通秩序化に最も効果的な手段として最初に用いられたのが再販売価格維持制度である。再販
売価格維持制度は，供給業者の利益の確保という直接的な効果を有するだけではなく，公共の利益
を実現・促進するという効果も有している。こうした再販売価格維持制度は他の先進国に先駆けて
英国で誕生し，発展を遂げたものである。
　再販売価格維持制度に関する文献は多数見ることができるが，その発展と展開過程を跡づけた研
究はきわめて少ないように思われる。本稿は，英国における再販売価格維持制度の導入と展開過程
を鳥鰍し，また再販売価格維持制度に関する当時の政府報告書を検討することによって，再販売価
格維持制度のメリット・デメリットについて再検討する手懸りを得ようとするものである。
【キーワード】 再販売価格維持制度，公共の利益，集団的再販売価格維持制度，個別的再販売価格
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1．はじめに
　流通に携わるものであれば，メーカーであれ販売業老であれその殆どが流通の秩序化（おとり商
品の防止，不正商品の排除，ダソピングの防止等）を期待しているものと見てよいであろう。流通
秩序化に最も効果的な手段として史上最初に用いられたのが再販売価格維持制度である。
　再販売価格維持制度（resale　price　maintenance）とは，ある商品の供給業者が，その商品の取
引先である販売業者に対し転売をする際に価格を指示し，これを遵守させる制度であり一種の定価
販売制度である1。こうした再販売価格維持制度は供給業者の利益の確保という直接的な効果を有
するだけではなく，公共の利益を実現・促進するという効果を有しているのであるが，近年は日米
欧において再販売価格維持制度は原則的に違法の扱いを受け，さらに規制は強化・拡大されようと
している。
　こうした再販売価格維持制度は他の先進国に先駆けて英国で誕生し，発展を遂げたものである。
その背景として次の三点を挙げることができよう。
①商標品（branded　goods）の出現
②チェーソ・ストアや協同組合といった大規模小売業の急速な発展
③通信・交通の発展
　19世紀末には，大量に生産された同一品質の商品がブランドを付され，広告宣伝が行われ流通
するようになった。このことは消費者に同一商品が店舗によって価格が異なることを認識させ，小
売業者間に価格競争を引き起こした。また，チェーン・ストア（multiple　store）や協同組合（co－
operative　store）のような大規模小売業者の急速な発展も再販売価格維持制度を大きく加速させた
要因であった2。大規模小売業者と個人経営の小規模小売業者の間には，仕入価格に差が生じ，大
規模小売業者は，個人経営の小規模小売業者よりも安い価格で販売することが可能となったことか
ら，個人経営の小規模小売業者の経営は圧迫され，代替品の販売にシフトするようになった。こう
した過酷な状況下ではメーカー・販売業者の双方とも疲弊するに至り，再販売価格の安定化を求め
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るようになった。さらに通信・交通の発展は，電信の発明と蒸気機関の発明によって促された。通
信の発展により取引は迅速になり，交通の発展により輸送の簡素化，輸送量の増大がもたらされ，
需要と供給の不均衡を生み出すことになった。
　商標品が出現し大規模小売業者が急速な発展を遂げ，通信・交通の発展によって製品の安定的な
供給が可能になり，価格競争の基盤が形成されることになった。こうした価格競争は，消費者に表
面的な恩恵を与えるものであったが，それまであったメーカーと販売業老間の取引関係を壊す傾向
が顕著に見られるようになった。
　再販売価格維持制度については現在においてもなおそのメリット・デメリットをめぐる議論は法
学，経済学，マーケティソグ・流通論の分野で激しく戦わされている。こうした再販売価格維持制
度の評価に関する文献は多数見ることができるが，その発展と展開過程を跡づけた研究はきわめて
少ないといえよう。法律論からの再販売価格維持制度の生成・発展についての法制度的な側面を研
究した文献は散見できるが，マーケティング・流通論からの史的な側面についての検討はあまり行
われてこなかったように思われる。マーケティング・流通論からの英国において再販売価格維持制
度がどのような背景を持ち発展し，どのような問題を生じ，またどのような社会的評価を受けてき
たかを検討することは再販売価格維持制度の本質を理解する上で非常に有用であるものと思われる。
　本稿は，英国における再販売価格維持制度の導入と展開過程を鳥鰍し，また再販売価格維持制度
に関する当時の政府報告書を検討することによって，再販売価格維持制度のメリット・デメリット
を再検討する手懸りを得ようとするものである。
1．英国における再販売価格維持制度の展開
1．英国における再販売価格維持制度の導入と発展（概略）
　英国は，再販売価格維持制度が他の先進諸国に先駆けて導入され特異な発展をみた国である。英
国において再販売価格維持制度を最初に導入したのは，1896年の医薬品業界であった3。Sir　Wil－
liam　Glyn－Jonesという薬剤師の呼びかけにより，医薬品小売業老と医薬品製造業者が集合し，特
許商標取引業協会（Propr圭etary　Article　Trade　Association：P．A．T．A）が組織された4。その当時の
医薬品業界においては，値引き販売が拡大傾向を見せ始めていた。このため個人経営の小売業者
は，特定の医薬品の仕入価格において極めて不利なため，大手チェーン・ストアに小売価格面での
競争で優位に立つことは不可能であった。供給業者は自社の医薬品が顧客誘引のための「おとり商
品（loss　leader）」として使用され，個人経営の小売業者はより利潤のあがる代替品（substituties）
に販売努力を集中するようになった。こうした状況が繰返されることにより，供給業者と小売業者
の事業活動に大きな支障をきたした。こうした問題に対応するために特許商標取引業協会が結成さ
れることになったのである。
　この後，無謀な価格競争に巻き込まれた多数の業種において，再販売価格維持制度を構築するた
め，医薬品同様の組織が結成されるようになった。そうした中で顕著なものが，1812年に書籍販
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売組合（Bookseller’s　Association）による書籍流通における再販売価格維持制度の導入の試みであ
った5。そこでこうした書籍流通における再販売価格維持制度の展開を概観することは，英国にお
ける再販売価格維持制度の発展を理解する上で非常に有益であると思われる。英国では19世紀ま
で書籍販売業と出版業は完全に分離されておらず，同一企業の下で経営されていた6。書籍販売業
と出版業が分離され始めた時期とほぼ同じ頃，James　Lanckingtonによって売れ残り本の特価販売
が始まり，それに端を発し新刊書の特価販売も頻繁に行われるようになった。書籍販売業と出版業
の分離は，書籍販売業が小売販売による利益を主たる収入源とすることを意味するので，書籍販売
業にとって販売価格の切り下げは極めて深刻な問題であった。特価販売が始まる以前は書籍販販売
業者間においていちおうの協力と競争が共存していたが，価格競争の出現によって書籍流通におけ
るこうした古典的な“秩序”は崩壊してしまったと言える7。こうした“秩序”を再構築するため
に書籍販売業組合は再販売価格維持制度の導入を図ったといえよう。しかし，一般大衆から価格競
争を望む声が生じ，書籍販売業者の再販売価格維持制度に対する非難が高まった。こうした非難を
回避するために紛争解決に仲裁人を立てることとなり，その仲裁人の一人であるLord　Campbell
は次のように述べ，書籍販売業組合の再販売価格維持制度を「不法な共謀（illegal　conspiracy）」
として裁定した8。
　「団体の強制規定は一見して弁解の余地の無いものであり，商取引において優先すべき自由に反
するものである。財産の所有者（owner　of　property）はその財産を売却するに際し，彼の好む価
格をそれにつけることができるとはいえ，その財産が購入者に移転し購入代金が支払われた後に，
購入者に一定価格（certain　price）以下ではそれを再販売してはならないという条件をつけること
は，購入者が取得した所有者たる権利（rights　of　ownership）を殿損するものである」
　こうした仲裁裁定を受けて，1822年に書籍販売業組合は，解散を迫られた。その結果，書籍販
売における価格競争は激化し，値下げ行為（price　cutting）により出版業者と書籍販売業は疲弊し
ていった。前述したように書籍販売と出版業の分離により，書籍販売業者の利益の源泉は小売販売
に大きく依存するようになり，特価販売により事業活動は著しく困難になり，古本・文房具・雑貨
等の販売を行うことによって事業活動を保とうとした。このような背景から書籍販売業者から再販
売価格維持制度導入の再検討を望む声が高まり，1895年には正価販売を維持しようとする
Bookseller’s　AssociationとPublisher’s　Associationの両団体が結成され，1900年に書籍の正価販
売協定（Net　Book　Agreement）が実施されるようになった。正価販売書籍（Net　Book）とは，出
版業者が価格を決定し，その価格以下では販売業者は販売してはならないという書籍である。
1920年までにこの正価販売協定は普及し，書i籍販売業は安定化した。第二次世界大戦後の1956年
に制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act，1956）が制定された。同法は以下の2点が
主要な特徴であった。
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①一定の制限的取引協定は公共の利益に反する場合に禁止されること
②組合や業界団体による再販売価格維持制度の強制は禁止されること
　同法に抵触する可能性を恐れ，Publisher’s　Associationは新たな協定である書籍正価販売協定
（Net　Book　Agreement，1957）を作成した。しかし，この書籍正価販売協定は「公共の利益（pub－
lic　interest）」に反するのではないかという申立が1959年10月に制限的取引慣行裁判所（Restric－
tive　Practices　Court）に提起こされた9。だが，制限的取引慣行裁判所の判決は，書籍販売業にお
ける正価販売協定は公共の利益に反しないというものであった。その判決理由は要約すると次の通
りである。
①協定が廃止されると，書籍販売業者（stockholding　bookseller）は大衆からの値引きの要望
　　や圧力によってその利益を失い，事業活動が不可能になる。
②不安定な取引状態において危険（在庫リスク等）が大きくなることは，書籍販売業者の注文
　　を減少させることになろう。書籍販売業者は，文学的価値や学術的価値を有するが利益が僅
　　かしかない書籍を販売することを差し控えるであろう（新刊図書の数量の限定化）。このよ
　　うな状況は結果として，書籍の原価を押上げ，価格の上昇を引き起こすことになろう。
③上記のことから，この協定を廃止することは書籍販売業者の減少，全体的な書籍価格の上
　　昇，新刊書の種類および数量の減少を引き起こすであろう。これは書籍の購入者である一般
　　大衆にとって決定的かつ重大な不利益となる。
　こうした再販売価格維持制度は「公共の利益」に合致している，との理由に基づき書籍正価販売
協定は再販売価格維持制度を規制する法律の下で適用除外が認められたのである。英国において誕
生した再販売価格維持制度は，個別企業による要望や圧力からではなく，特価販売に対する対抗策
としての業界団体や組合による定価販売（再販売価格維持）の要請によるものといえる。なるほど
業界団体や組合による再販売価格維持制度の導入は，業界団体や組合自身の利益の確保という趣旨
が明白にあったとしても，再販売価格維持制度がもたらす「公共の利益」を否定することはできな
いであろう。書籍流通といったきわめて特殊な市場であるにしても上記の判決理由においては，再
販売価格維持制度によってもたらされる取次業者への社会的な配慮，小売業者の在庫リスクの回避
による価格の抑制，在庫リスク軽減による取扱い書籍の多様化を可能にする等の効果を認めてい
る。再販売価格維持制度の導入期において，消費者にとって価格競争を通じて得られる「割安感」
から再販売価格維持制度に非難の声が挙がるに至り，再販売価格維持制度は一時的には廃止される
ことになったが，廃止したことにより価格競争のもたらす弊害が表面化した。英国においては書籍
流通や医薬品流通が特殊分野であるとはいえ，再販売価格維持制度に対し否定的な見解が強まって
いた時期においても，再販売価格維持制度は公共の利益に合致するものとして肯定的な評価を得て
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いたという事実に注目すべきであろう10。
2．第二次大戦前の英国における再販売価格維持制度の展開11
　19世紀末にはじまる，商標品（branded　goods）の出現，チェーン・ストアと協同組合といった
大規模小売業者の急速な発展，通信・交通の発展は，消費者に小売店舗選択の範囲を一挙に広げ
た。チェーン・ストアや協同組合などの急速な発展は，個人商店などの小規模小売業者を「価格競
争」に巻き込むことになった。また仕入面での価格競争は，小規模小売業者にとっては容易に解決
しがたい問題であった。大型小売業者との競争に対応する小規模小売業者は，ブランドが付された
商品を「おとり商品（loss　leader）」に用いて消費者を誘引しようとし，もしくは利幅の大きい代
替品に販売努力を注ぎ込んだ。また，メーカーは，自己の製品が「おとり商品（loss　leader）」と
して販売されることによってそれまで努力して構築してきたブラソド価値が低下させられたり，小
売業老が競合他社品や代替品に乗り換えることを危惧した。価格競争によってもたらされた混乱に
よって小規模小売業者もメーカーもきわめて不安定な状況に置かれていた。小規模小売業者とメー
カーの双方にメリットのない状況を打開するために，双方の要望から再販売価格維持制度が導入さ
れることになった。1930年代初頭まで様々な消費財流通において再販売価格維持制度は導入され
た。上述の医薬品，書籍以外に，新聞，雑誌，文房具，写真器具，レコード，自動車，菓子，雑貨
などにも普及し，1938年の英国（当時の英国の市場は，供給の過剰と不況下にあった）の全消費
財における再販売価格維持制度導入商品の割合は27～35％に達していた12。この割合を総合的に評
価すると，再販売価格維持制度は当時の英国政府の競争政策において受け入れられていたことを示
しているものと位置づけてもよいであろう。
　第二次大戦前の英国における再販売価格維持制度に関する規制は，第二次世界大戦後の規制と比
較して緩やかであった。再販売価格維持制度の導入を企てた書籍販売業組合は，私的な裁定機関に
よって運営されたものであり，1871年に制定された事業者団体法（Trade　Union　Act）も事業者団
体による取引制限を許容するものであり，また商品の販売条件についての当事者間の契約をめぐる
紛争は公的な裁判所ではなく私的な裁定機関（domestic　tribunals）の利用により解決することを
規定していた13。1956年に制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act　1956）が制定され
るまで，再販売価格維持制度を事実上規制する法制はなかったのである。それ以前は，取引制限問
題を規制していたのは不文法であるコモン・ローであった14。このコモン・ローにおける取引制限
についての取扱いは以下の通りであった15。
①商品の再販売価格に関する，製造業者と販売業者との間の協定は，原則として有効であり，
　　取引制限に該当しない。
②価格を維持する目的で締結した協定は無効とは考えられないが，こうした協定が当事老間で
　　不合理であり，したがって強制することができないと認められる場合にありうる。
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③ストップ・リストの使用のような供給業者間の協定や結合は，事業者団体のメソバー以外や
　　協定の当事者でないものに対して用いても有効である16。
④再販売価格維持制度を運用するための私的な裁定機関の利用は有効であり，またこのような
　　裁定機関が罰金を科することも合法である。
⑤特定の販売業者の名前が記載されているストップ・リストの公表は必ずしも名誉毅損とはな
　　らない。
⑥再販売価格維持契約は，契約当事老以外のものに対しては強制することができないが，販売
　　される商品が特許商品である場合はこの限りではない。
⑦小売業者は，メーカーが再販売価格維持契約を止めても，損害賠償を請求できない。
　1938年における再販売価格維持制度の実施割合が27～35％という高い割合を占めるに至った背
景にはこのようなコモソ・ローによる寛大な姿勢が採られていたことも関係していよう17。
　再販売価格維持制度が発展した過程で，政府による調査が1920年と1931年に行われた18。上記の
ような寛大なコモン・ローの姿勢を反映し，両報告書も再販売価格維持制度に対しても肯定的な評
価を下している。1920年の政府報告書は常設トラスト委員会（Standing　Committee　on　Trust）内
の「固定小売価格に関する小委員会（Sub－Committee　on　Fixed　Retail　Price）」によりまとめられた
ものであり，1920年当時は前年の1919年に第一次世界大戦は終結したが，戦争による物資の不足
とそれに伴う物価の高騰は戦勝国である英国においてもインフレを危惧しなければならない状況に
あった。このため政府報告書は，再販売価格維持制度はインフレの抑制にきわめて有効に作用する
として再販売価格維持制度に非常に高い評価を与えている。1931年の政府報告書は取引制限委員
会（Committee　on　Restraint　of　Trade）によって作成されたもので，当時の英国経済は世界恐慌に
見舞われていた。1920年の報告書が作成された時期と比較して，再販売価格維持制度を導入して
いた業種は飛躍的に増大していたことから詳細な分析が行われたが，再販売価格維持制度に対する
評価は1920年の報告書同様に非常に高いものであった19。この二つの政府報告書は英国における第
二次世界大戦までの再販売価格維持制度に対する政府の姿勢を反映するものであった。
　以上見てきたように第二次世界大戦までは，再販売価格維持制度は法制度と競争政策の両面から
非常に高い評価を得ていたといえる。しかし，第二世界大戦終結後，英国においては経済情勢の変
化にともなって競争促進政策が採られるようになり，それまでの再販売価格維持制度の評価とは全
く逆の非常に否定的な評価が加えられるようになったのである。
3．第二次大戦後の英国における再販売価格維持制度の展開20
　第二次世界大戦後の再販売価格維持制度に対する政府の姿勢は大きく転換した。第二次世界大戦
終結まもない1946年に重要な産業における制限的取引慣行の実態を調査するための作業班（Work－
ing　Party）が設けられた。建築資材について調査を行っていた作業班であるSimon　Committeeが
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設置され，1948年に報告書を提出した。政府の公式文書としては明確に再販売価格維持制度を
「そこから得られる利益よりも有害さのほうが大きい」として，再販売価格維持制度に対しなんら
かの規制立法が必要であるとの見解を示した最初のものである。それ以前の1931年の取引制限委
員会（Committee　on　Restraint　of　Trade）と1944年の雇用政策白書（White　Paper　on　Employment
Policy）の報告書においては「（制限的取引の）協定は必ずしも公共の利益に反する作用を持つも
のではない」とされていた。これら両報告書においては「公共の利益に反する力が存在する場合も
ある」との留保が付されていたが，Simon　Committeeの提出した報告書は初めて再販売価格維持
制度を「公共の利益に反する」と指摘し，第二次世界戦後の再販売価格維持制度に対する競争政策
からの規制の方向を決定づけるものとなったのである21。
　こうしたSimon　Committeeの報告書をうけて1931年の取引制限委員会以来の再販売価格維持制
度を調査する委員会である再販売価格維持委員会（Committee　on　Resale　Prices　Maintenance）が
1947年に設置された。再販売価格維持委員会は，第二次世界大戦前の1920年の常設トラスト委員
会（Standing　Committee　on　Trust）内の「固定小売価格に関する小委員会（Sub－Committee　on
Fixed　Retail　Price）」と1931年の取引制限委員会（Committee　on　Restraint　of　Trade）が再販売価
格維持制度に対し肯定的な姿勢を示したにも関わらず，「集団的再販売価格維持行為は公共の利益
に反する」との理由から個別的再販売価格維持行為を除く再販売価格維持制度を違法なものとして
禁止すべき旨の報告書を提出した。この報告書は後の1956年制定の制限的取引慣行法（Restric・
tive　Trade　Practices　Act　1956），1964年制定の再販売価格維持制限法（Resale　Price　Maintenance
Act，1964）に大きな影響を与えたと言われている。1948年には個別的再販売価格維持行為にまで
規制の網を拡大する布石となった「独占及び制限的慣行（調査及び規制）法（Monopolies　and
Restrictive　Practices（Inquiry　and　Contro1）Act）」が制定され，また同法によって独占および制限
的取引委員会（Monopolies　and　Restrictive　Practice　Commission）が設置されるに及んだ。独占お
よび制限的慣行（調査及び規制）法においては次のように「公共の利益」を考慮する際の留意点が
初めて示された。
????生産および流通における効率
商工業における生産性向上と新規企業の活発な活動
資源の完全利用と資源配分
技術の発展と市場の拡大
　独占および制限的取引委員会は，独占および制限的慣行（調査及び規制）法によって，集団的再
販売価格維持行為が公共の利益に及ぼす影響についての報告を求める権限を有し，1955年に同委
員会はいくつかの報告書をまとめている。再販売価格維持制度は直接の調査対象ではないが，集団
的再販売価格維持制度が用いられた場合には調査の対象となった。独占および制限的取引委員会で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一176一
は1949年に再販売価格維持委員会によって提出された報告書の「集団的再販売価格維持制度は規
制されるべきであるが，個別的再販売価格維持制度は規制しない」とする姿勢を踏襲し，契約の遵
守を強制する協定により個別商人の行動を規制する権限を組合が保持することは危険であるとの見
解を示したが，おとり商品対策のために個別的再販売価格維持制度は是認されるべきとした22。
　この報告書を基に1956年に制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act，　1956）が制定さ
れた。制限的取引協定を制限的取引慣行裁判所（Restrictive　Practice　Court）が同法により公共の
利益判断基準に基づいて審査し，協定が公共の利益に合致していることを協定締結者側が立証でき
ない場合には公共の利益に適合しない旨の判決を下し，そうした協定を禁止することを定めてい
る23。制限的取引慣行法は再販売価格を集団的に協定することそれ自体は禁止しているが，個別企
業間に行われる協定に関してはこの法律は適用されないものであった24。制限的取引慣行法が規制
の対象としているのは，供給業者または販売業者による集団的再販売価格維持協定であり，集団的
再販売価格維持行為は「水平的カルテル」の弊害を惹起するので公共の利益に反するとされた。制
限的取引慣行法は次のような集団的再販売価格維持行為を違法（illegal）としている。
①二以上の供給業老が，再販売価格維持契約に違反した販売業者に供給停止・差別的取扱い・
　　違約金といった対抗措置をとることを協定すること
②二以上の販売業者が，再販売価格を維持させる目的で供給停止・違約金といった対抗措置を
　　とること
③供給業者または販売業者が，同業者に対し前記①，②のような行為を行うことを勧誘するこ
　　と
④供給業老または製造業老の団体が前記①②③に該当する行為を行うこと
　制限的取引慣行法によって再販売価格維持制度に対する批判が高まった。その後1964年にEd－
ward　Heath商務大臣により再販売価格法案が提出された25。同法案においては再販売価格維持制
度が公共の利益に反し，経済全体の効率化，消費老の選択，資源の最適配分に好ましい効果を持た
ないことが強調されている26。1964年に同法案が可決され，再販売価格維持制限法（Resale　Price
Maintenance　Act，1964）が制定された。同法の概略は次の通りである。
（i）再販売価格維持契約の禁止27
（ii）出荷停止の禁止
㈹　おとり販売の場合の特則28
6v）適用除外29
1956年の制限的取引慣行法は再販売価格維持の集団的実施について規制するものであったが，
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表1：英国における再販売価格維持制度に関する主な動向
1822年書籍販売業組合（Bookseller’s　Association）による再販売価格維持制度導入の試みは，仲裁人により
「不法な共謀（illegal　conspiracy）」として裁定され同組織は解散。
1896年Sir　William　Glyn－Jonesにより，再販売価格維持制度を導入する目的で特許商標取引業協会
（Proprietary　Article　Trade　Association：P．A．T．A）が組織された。
1900年正価販売を維持しようとするBookseller’s　AssociationとPublisher’s　Associationの両団体が結成さ
れ，1900年に書籍の正価販売協定（Net　Book　Agreement）が実施されるようになった。
1920年 第一次世界大戦後の物資の窮乏と価格の高騰を背景に，価格や利潤に関する調査が行われ，1919年
制定の利潤法（Pro且teering　Act）に基づき常設トラスト委員会（Standing　Committee　on　Trust）の
中に「固定小売価格に関する小委員会（Sub－Committee　on　Fixed　Retail　Price）」が設置され，報告
書が提出された30。
1931年再販売価格維持制度が公共の利益に反するか否かの見解を報告する目的の取引制限委員会（Commit一
tee　on　Restraint　of　Trade）が設置され，報告書が提出された31。
1938年全消費財のうち再販売価格維持制度を導入していた消費財の割合は27～30％を占めるに及んだ。
1944年雇用政策白書（White　Paper　on　Employment　Policy）において「（制限的取引の）協定は必ずしもは
公共の利益に反する作用を有するものではないが，公共の利益に反する力が存在する場合もある」と
再販売価格維持制度に一定の留保を付した。
1946年費用および能率に関する建築材料配分機構および方法を調査するための作業班（Working　Party）で
あるサイモン委員会（Simon　Committee）が設けられ，1948年に提出した報告書の中で再販売価格
維持制度に対し，「制限的取引は国民の利益に反すし，可及的速やかに廃止すべき」との意見を表明
した32。
1947年 1931年以来の再販売価格維持制度に関する政府調査機関として「再販売価格維持委員会（Commit一
tee　on　Resale　Price　Maintenance）」が設置された33。
1948年 1945年に政権を担っていた労働党政権（Labour　Government）によって英国最初の独占禁止法とな
る「独占および制限的慣行（調査及び規制）法（Monopolies　and　Restrictive　Practices（（lnquiry　and
Control））Act）」が制定34。また同法によって独占および制限的取引委員会（Monopolies　and　Res一
trictive　Practice　Commission）が設けられた35。
1949年第二次世界大戦前の競争政策と対照的に，経済情勢の変化に伴い競争促進の傾向が強まる。再販売価
格維持委員会（Committee　on　Resale　Price　Maintenance）の報告書が提出された。
1951年再販売価格に関する委員会の報告書に基づく労働党政府の雇用白書（White　Paper　on　Employlnent
1951）が発表された。
1956年制限的取引慣行法（Restrictive　Trade　Practices　Act　1956）が制定され，集団的強制による再販売価
格維持制度が規制された。
1959年正価販売協定（Net　Book　Agreement，1957）が「公共の利益（public　interest）」に反するか，という
申立が1959年10月に制限的取引慣行裁判所（Restrictive　Practices　Court）に対し提起されたが，書
籍流通における再販売価格維持制度の導入は「公共の利益」に反しない，とされた。
1963年 消費者審議会（Consumer　Counci1）において「消費者の利益のためにわが国において再販売価格維
持制度が違法とされるべきである」との意見が表明された。
1964年再販売価格維持制限法（Resale　Price　Maintenance　Act，1964）が制定され，個別的再販売価格維持行
為が規制されることになった。同法により再販売価格維持行為が原則的禁止された。
1997年制限的取引裁判所が書籍の適用除外を取消す判決をだし，例外なく再販売価格維持制度が消滅した。
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個別的実施については対象外に置かれていた。1964年の再販売価格維持制限法は再販売価格維持
の個別的実施にまで規制対象を拡大したものであった。また，適用除外制度は存在したが申請が認
められることはほとんどなく，書籍・地図と医薬品の僅か2業種について認められたに過ぎなか
った。こうしたことから明らかなように再販売価格維持制限法はきわめて厳格に運用されていたと
言えよう。以上，英国における再販売価格維持に関する主要な動きを時系列に示すと表1の通り
である。
皿．第二次世界大戦前後における再販売価格維持制度調査報告書の検討
　上述のように第二次世界大戦前後においては再販売価格維持制度に対する英国政府の姿勢は対照
的である。こうした姿勢を英国政府に採らせた代表的な報告書が2つある。一つは1920年の常設
トラスト委員会の小委員会である「固定小売価格に関する小委員会」の報告書と1931年の取引制
限委員会による報告書であり，もう一つは1949年の再販売価格維持委員会による報告書である。
常設トラスト委員会による報告書が提出された当時は，再販売価格維持制度はイソフレ抑制に大き
な効果を示しているとされた。また，こうした方向を継承した1931年の報告書もコモン・ローに
よる肯定的な解釈に支えられた。両報告書とも再販売価格維持制度に対し非常に肯定的なアプロー
チを採り，英国政府の第二次大戦前までの再販売価格維持制度に寛大な姿勢を採らせる上で大きく
貢献した。
　第二次大戦後の再販売価格維持制度に対する英国政府の姿勢を決定づけた報告書が再販売価格維
持委員会によるものである。同報告書は，第二次大戦前の再販売価格維持制度を肯定的に捉えるア
プローチとは対照的に否定的なアプローチを採った。同報告書は，1956年の制限的取引慣行法に
よる集団的再販売価格維持制度への規制の導入，更に1964年の再販売価格維持制限法による個別
的再販売価格維持制度への規制の導入に決定的な影響を与えるものであった。
　そこで本章では，再販売価格維持制度に対する英国政府の姿勢を決定付けた代表的な報告書であ
る1920年の常設トラスト委員会の小委員会である「固定小売価格に関する小委員会」の報告書及
び1931年の取引制限委員会による報告書と1949年の再販売価格維持委員会の報告書を詳細に分析
し，英国における再販売価格維持制度の変遷について検討したい。
1．常設トラスト委員会（Standing　Committee　on　Trusts）内の「固定小売価格に関する小委員会
　　（Sub－Committee　on　Fixed　Retail　Price）」と取引制限委員会（Committee　on　Restraint　of
　　Trade）の報告書
　前述したように第一次世界大戦終結直後の1919年当時の英国は戦勝国にもかかわらず，戦争に
よる物資の不足と物価の高騰によって引起されるイソフレを危惧しなければならない状況下にあっ
た。このような状況下で作成された常設トラスト委員会の「固定小売価格に関する小委員会
（Sub－Committee　on　Fixed　Retail　Price）」（以下，トラスト委員会報告書と略記）による報告書にお
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いて，再販売価格を固定するという手法は市場に秩序を与えるものとされた。そこでは具体的に次
のような効果があると認定されている。
i．
ii．
iii．
物資欠乏時代にはインフレを抑制する。
物資豊富時代には，製造業者および小売業老に雇用されている労働者を含めたあらゆる階級
に報酬を公平に分配するため消費者には不公平な損害を与えない。
中間商人による投機的な処分（おとり商品〔loss　leader〕）を防止する力を有している。
　トラスト委員会報告書は，既述の特許商標取引業協会（Proprietary　Article　Trade　Association：
P．A．T．A）のSir　William　Glyn－Jonesの陳述書にi基づき作成された36。トラスト委員会報告書は再
販売価格維持制度の積極的・肯定的部分について高く評価している。ただし，委員の一人である
John　Hiltonは次のような留意点を提示した。すなわち，①集団的再販売価格協定による競争の減
退への懸念②再販売価格違反者に対する組合の供給停止への懸念である。
　トラスト委員会報告書はインフレが懸念されている状況下で提出されたが，取引制限委員会は英
国が供給過剰と国際的な恐慌に直面している状況下で報告書を提出した。同報告書が作成された目
的は既述のように再販売価格維持制度が公共の利益を侵害するか否かの見解を示すことにあった。
同報告書も1920年のトラスト委員会報告書と同様に再販売価格維持制度を肯定する一定の結論を
出している。その理由として次のものが挙げられている。
??
（5）
（6）
契約の自由は止むを得ない理由がない限り奪うべきではない。
価格維持は一般大衆の見地からは不利益だとは考えられない。
いくつかの許可制を伴う再販売価格維持協定は，原理上一般大衆の利益に反しない。
再販売価格維持契約に違反した小売業者への商品の供給停止は，コモソ・ローに反するもの
ではない。
供給停止について当委員会としては勧告することができない。
再販売価格維持制度はきわめて大きな問題である独占的結合とトラストの問題に直面する
が，この問題は当委員会に付託された範囲を超えている。
　1920年のトラスト委員会報告書においても再販売価格維持制度は「公共の利益」に反しないと
された。また，同委員会の委員の一人であるJohn　Hiltonによる懸念が取引制限委員会報告書にお
いて指摘されているにも拘らず，上記（6）については当委員会の範囲外であるとして明言することを
避け，更に（4）については「契約の自由」を重視した。このようにJohn　Hiltonの懸念への解答を先
送りしたことは，当時の英国政府が再販売価格維持制度に対して規制的アプローチを避けてきたと
推察することがきる。想うに当時のインフレや世界恐慌といった不安定な経済情勢に対処するため
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には再販売価格維持制度のメリットを最大限に活用することが有効であると考えられていたので，
英国政府による寛大な対応を採らせたのであろうと考えられる。
2．再販売価格維持委員会（Committee　on　Resale　Price　Maintenance）の報告書
　1949年に設けられた再販売価格維持委員会は，1931年の取引制限委員会以来の再販売価格維持
制度を調査する委員会である。その間，雇用政策の側面からサイモソ委員会（Simon　Committee）
は再販売価格維持制度に対する否定的な見解を示した。また，英国における経済情勢が大きく変化
していたことも再販売価格維持委員会が設けられた背景であろう。
　この再販売価格維持委員会の報告書は再販売価格維持制度に肯定的な見解と否定的な見解を検討
している37。要約すると表llの通りである。
　また，同報告書では再販売価格維持制度の実施される形態を三つに分類している。（a）単独の製造
業者が商品を販売する際に，上限，下限の小売価格を定める，（b）製造業者間の協定により，共同し
て再販売価格維持の行動を採る方法で，これに従わない場合には販売業老に対して供給停止を実行
する，（c）製造業者と卸売業者をその構成員とする事業者団体を結成し，再販売価格維持契約に違反
する販売業者に対し，警告・罰金・供給停止・除名の方法を採る，といった三つの形態に分類し
た38。（a）は個別的再販売価格維持制度を指し，（b）と（c）は集団的再販売価格維持制度である。同報告
書は，集団的再販売価格維持行為は商取引における競争に広範な制限を設け，経済的な発展を妨
げ，さらには流通費用および価格の引下げを妨げるという「水平的カルテル」による弊害と認定し
たのである。同報告書は，集団的再販売価格維持制度は規制されるべきであるとの結論を打ち出し
た39。
　他方で同報告書は，個別的再販売価格維持行為については製造業者が自社ブランドを「おとり商
品」として扱われることから守り，維持するために再販売価格維持行為は必要なものである，と言
及している。このように個別的に実施される再販売価格維持制度と集団的に実施される再販売価格
維持制度の経済的影響は異なるものと認定している。個別的再販売価維持行為は製造業老にとって
自社ブランドを守るために必要であり，またおとり商品の出現は長期的には製造業者・販売業者に
利益を与えるものではないとして，その排除を是認している。
表皿：再販売価格維持制度に対する肯定的・否定的見解の根拠
肯　定　的　見　解 否　定　的　見　解
・継続的な需要の確保と大量生産技術の採用 ・高い利幅の許容と不必要なサービスの提供
・多くの専門的な販売業者の経営の安定化に貢献 ・販売業者の自由に対する制限
・おとり販売の回避 ・販売コストの差異の無視
・アフター・サービスの継続的提供 ・製造業者の小売価格の設定による価格競争の排除
・消費者の便宜（固定価格によるサーチ・コストの低減）
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　たしかに再販売価格維持委員会による報告書は，個別的再販売価格維持行為も含めて再販売価格
維持制度を原則的禁止とするほど厳格なものではなかったが，その後の英国政府の再販売価格維持
制度への取組みに多大な影響を与えたことは否定できない。すなわち，1956年の制限的取引慣行
法は集団的再販売価格維持制度を規制の対象とし，1964年の再販売価格維持法は個別的再販売価
格維持行為についても規制の対象とする原型となった。その後，集団的再販売価格維持制度につい
ては水平的カルテルと同様の弊害を惹起するという点で規制の対象に加えることについて大方のエ
コノミストの間で意見の一致がみられた。しかし個別的再販売価格維持制度については，それを規
制の対象に加えることをめぐる結論は出なかった。
N．結びにかえて
　英国における再販売価格維持制度の展開は，その時点で国民経済情勢に大きく左右されるもので
あったといえよう。第二次大戦前においては，インフレ，供給過剰の発生，世界恐慌などによる経
済的不安が再販売価格維持制度に対し寛大な姿勢を採らせた。ところが，第二次大戦後は，国内生
産力の低下や海外植民地の独立による経済情勢の悪化に直面し，英国政府は経済の再建策としてそ
れまで広範に容認されてきた再販売価格維持制度の改革に取組むようになった。
　第二次大戦前における再販売価格維持制度に対して前述したように・インフレ等から来る経済的不
安に対する懸念とコモソ・ロー法制に基づき英国政府は寛大な方針を採った。これに加えて，再販
売価格維持制度については製造業者・販売業者の双方を疲弊させるような無謀な価格競争からの回
避という効果だけでなく，中小小売業存続への社会的な配慮小売業者の在庫リスクの回避による
価格の抑制，在庫リスク軽減による取扱商品の多様化，継続的な需要の確保と大量生産技術の採
用，多くの専門的な販売業老の経営の安定化への貢献，おとり販売の回避，アフター・サービスの
継続的提供，消費者の便宜（固定価格によるサーチ・コストの低減）などの多様な効果が評価され
た。このように多様な効果のために再販売価格維持制度は「公共の利益」に合致するものとして受
け入れられた。
　しかし，第二次大戦後においては，それまでの英国政府の再販売価格維持制度への肯定的な姿勢
とは全く異なる姿勢が採られた。国内生産力の低下・植民地の独立から来る経済情勢の悪化に直面
し，再販売価格維持制度に対する規制という手段を用いて経済を活性化させようとしたのであっ
た。こうして再販売価格維持制度は「公共の利益」に反するものとされ，1956年の制限的取引慣
行法（Restrictive　Trade　Practices　Act，1956）では集団的強制による再販売価格維持制度が規制の
対象とされ，1964年の再販売価格維持制限法（Resale　Price　Maintenance　Act，1964）においては
個別的再販売価格維持行為も規制されるようになり，英国における再販売価格維持制度は段階的に
消滅していった。1997年には1964年法において適用除外とされていた書籍も適用除外を取消さ
れ，再販売価格維持制度は例外なく消滅した。
　英国における再販売価格維持制度をめぐる重要な論点は既述のことからも分かるように「公共の
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利益」に合致するか否かであった。本稿で書籍業における再販売価格維持制度の生成について若千
触れたが，「公共の利益」に反するか否かの問題は依然として残っているのである。第二次大戦前
まで，一般大衆は価格競争からくる価格の切り下げという表面的な利益を歓迎したから，再販売価
格維持制度については否定的な見解を採った。しかし，裁判所は再販売価格維持制度を使用するこ
とによって書籍販売業者の在庫リスクの回避が図られること，また価格の抑制・在庫リスク軽減に
よる多様化を評価し，その後の1964年の再販売価格維持制限法においても書籍流通は適用除外と
された。しかし，1997年にはその適用除外も完全に取消されるに至った。書籍流通における再販
売価格維持制度を廃止したことによって，英国の書籍販売価格はそれ以前と比較して上昇を示し，
特に学術書・専門書は深刻な影響を受けていると見られている。
こうした英国の事例に照らしても，マーケティング・流通論の立場からは再販売価格維持制度に
ついて，「公共の利益」の観点より再検討すべき価値はいまだにあるものと思われる。
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　Yeabsleyの計六人で委員会は構成されていた。・
34この法律は，米国における反トラスト法（Sherman　Act　1890）の様な制限的取引を禁止するものではなく，
　なんらかの問題が生じたとき当制限的取引を調査し，弊害が認められた場合それを処理する主務官庁の権限
　を定めたものであった。
35当委員会は1955年に集団的差別取引に関する報告書を提出した。その中で，厳格な再販売価格維持制度は小
　売業者間の価格競争を排除し経済資源を浪費する，という理由から公共の利益に反するとの結論をだした。
　ただし，個々の製造業者の強制する再販売価格維持制度は公共の利益に反しないと結論を出している。B．　S．
　Yamey，前掲書，　pp．256－271．
36Finding　decision　of　a　Committee　Appointed　to　inquire　into　Principle　of　Fixed　Retail　Price，1920．　Cmd　662
　（1920）．
37Report　of　Committee　on　Resale　Price　Maintenance，　Cmd．7696（1949），pp．7－11．
38Report　of　Committee　on　Resale　Price　Maintenance，前掲書，　pp．15－22．
39当委員会の一人であるHenry　Smithは報告書の中で「現在の（集団的）再販売価格維持制度の有害な結果は，
　再販売価格維持制度がなかった場合の無謀な価格競争が普及した結果生じる有害な結果よりもはるかに大き
　なものである」と述べている。Report　of　Committee　on　Resale　Price　Maintenance，前掲書，　p．34．
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